
〔特集〕マルチメディア時代の働き方

「広域的な高速交通体系の形成イメ’一ジ」

　　　　〔写真提供〕社団法人　中部経済連合会
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LL－一

磐田原イ≧ターチェンジ【仮称）

三遠南僖自動車通

名豊道路

第二東名・名神高速道路

新たな交流の大動脈第二東名・

名神高速道路はすでに沼津市以西

の静岡県，愛知県，三重県下の

ルートとインターチェンジ，ジャ

ンクションの位置が発表されてい

ます。全線6車線化。時速140㎞

走行が実現すれば東京一神戸間は

3時間50分で走行可能となります。

21世紀初頭の完成を目指してい

ますe

1995年（平成7年）12月6日（水曜日）

第
二
東
名
『
藁
科
川
橋
』
工
事

初
の
安
全
祈
願
祭

　
第
二
東
名
の
「
藁
科
川
橋
」

の
工
事
が
本
格
化
す
る
こ
と
に

な
り
、
六
日
午
前
、
騨
岡
市
谷

津
の
現
地
で
工
事
安
全
祈
願
祭

が
行
わ
れ
た
。
静
岡
県
囚
の
第

二
東
名
本
線
工
事
で
は
初
の
祈

願
祭
。

　
藁
科
川
橋
は
、
藁
科
川
に
架

け
る
二
階
建
て
（
上
り
線
延
長

干
六
士
二
屏
、
下
り
線
延
長
八

百
二
十
七
群
）
の
橋
で
、
上
が

第
二
東
名
、
下
が
市
道
と
な

る
。　

今
回
の
工
事
は
橋
脚
三
基
の

設
置
。
日
本
道
路
公
団
（
J

H
）
が
五
洋
建
設
と
小
田
急
建

設
に
十
四
億
三
千
百
七
十
万
円

で
発
注
し
た
。
工
期
は
平
成
九

年
六
月
十
五
日
ま
で
。

　
祈
願
祭
に
は
、
J
H
、
建
設

会
社
の
幹
部
の
ほ
か
小
嶋
善
吉

静
岡
市
長
、
山
田
功
県
土
木
部

岡静

長
ら
関
係
者
約
九
十
人
が
出

席
。
神
事
が
行
わ
れ
、
小
嶋
市

長
ら
が
す
き
入
れ
の
儀
式
を
し

た
。　

こ

の
後
、
施
主
を
代
表
し

て
、
J
H
静
岡
工
事
事
務
所
長

の
吉
川
良
一
氏
が
「
安
全
に
万

全
を
期
し
、
早
期
完
成
を
目
指

し
た
い
」
と
あ
い
さ
つ
。
小
嶋

市
長
も
「
こ
の
橋
は
市
道
が
併

設
さ
れ
地
域
に
と
っ
て
も
あ
り

が
た
い
事
業
。
市
と
し
て
も
全

面
的
に
支
援
し
て
い
く
」
と
祝

辞
を
述
べ
た
。
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転換点に立つ情報システム

㈲中部産業・労働政策研究会

理事長梅村志郎

　1995年は，日本を揺るがすようなことが相

次いでおきた。1月の阪神・淡路大震災に始

まり，地下鉄サリン事件が続いた。また，春

には「超円高」があって，その影響もあり景

気ははかばかしくなかった。いくつかの銀行

が破たんし金融システムが揺ぐなど暗いこと

が多かった。しかし，暗い不幸な話ばかりで

はなかった。野茂やインターネットに代表さ

れるように人々の心が未来に向けた情熱を持

ち始めたともいえる。

　沈滞気味の日本経済のなかで，インター

ネットや携帯電話，パソコン用基本ソフト

「ウインドウズ95」など21世紀に向けたコ

ミュニケーションツールがヒット商品になっ

ている。パソコンや通信関連の分野には熱気

があふれている。昨年のパソコン出荷数は

550万台と予想をはるかに上回って，世帯普

及率がほぼ10％に達したといわれている。そ

して今年は昨年の4割増し，750万台が市場

に出ると見られている。一般に家電製品は，

10％を超えると爆発的に普及するといわれて

いるから，今年は革命的な年になるかも知れ

ない。

　マイクロソフトジャパン社長の成毛真氏

は，“景気が悪いとはどこの話？”と錯覚す

るほど絶好調だという。法人・個人のパソコ

ン市場が活況を呈していることに加え「ウイ

ンドウズ95」の効果もある。企業は効率化に

よるリストラの手段としてパソコン導入を進

めてきたが，今では逆にパソコンがないと仕

事にならない企業も増えてきている。一方，

個人のパソコン販売が好調なのは「時代に乗

り遅れまい」という心理的要因も働いている。

思いきってパソコンを買っては見たものの使

い方がわからず，時折りワープロやゲームに

使うだけの人も少なくなかった。しかし，

「ウインドウズ95」が通信機能を充実したこ

とで，インターネットが脚光を浴びるように

なりパソコンの活用が激変すると見ている。

さらに企業によっては，社内外の連絡はすべ

て電子メールでおこなうなど，パソコンの普

及で仕事のあり方自体も変革期を迎えている。

インターネヅトが普及すれぽ，この数年で環

境は激変するという。

　「ウインドウズ95」の開発者ビル・ゲイツ

氏は，パソコン時代から情報ハイウエイ時代

への転換だと語っている。コンピューターが

驚くほど低価格になり，生活のあらゆる部分

に浸透した今をパソコン時代と呼び，そのす

べてのコンピューターが1つにつながり，地
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球規模で情報ハイウエイと呼ばれるネット

ワークを作り出す時代が来ている。インター

ネットはその先駆けにすぎないというのであ

る。

　94年には，ほとんど口にされなかったイン

ターネットという言葉が頻繁に使われるよう

になった。それに伴って新しい企業の動きが

見られるようになった。

　トヨタ自動車は，2005年をメドに社内情報

システム高度化に取り組んでいる。部門別に

整備していたものを有機的に連携させ，全社

的な業務の効率化を図ろうとしている。そし

て2000年までに日本高速通信の光ケーブル網

と地域CATVを結んだ高度情報網「トヨタ

情報ハイウエイ」を整備するとしている。ト

ヨタの各工場や部品メーカー，海外事業所，

国内販売店などを結ぶもので，情報高度化の

核になるものである。このためトヨタは今年

から事務系社員約25，000人にパソコンを1人

1台の割で配備することを決めている。既に

役員への配備は終えているほか，部長・総括

室長クラスへの配備を始めている。

　企業の情報化面での日米格差がよく問題に

される。日本も定型的な部分では遅れている

とはいえないようだが，業務フローに絡んだ

ホワイトカラーの業務支援では遅れており，

パソコンの普及率やネットワーク化はかなり

の格差があるといわれている。

　このような差は，日米の企業文化の違いに

よるところも大きい。リストラ・エンジニア

リングといわれる対応で，米国では人員削減

と同時に情報装備を進めて業務フローを改革

した。これに対して日本では，極端な人員削

減をさけ，ゆるやかな業務フローの改革を進

めてきた結果といえよう。また，日本では物

事が熟してからスタートするムードが強い。

そして現在，日本の企業は激しい移行期を迎

えている。

　21世紀は情報化時代といわれ，現実に社会

は「情報（化）社会」へと移行しているよう

に思われる。しかし，高度情報社会の意味す

るものは，十分に理解できていない。「高度

情報社会の到来」といったからといって，モ

ノ作りが消えてなくなるわけではない。経済

の基本は「価値を生み出すモノづくり」であ

る。現代の企業の大きな課題は「世の中に新

しい価値を生み出して提供すること」である。

大競争の時代を迎え，日本企業を取り巻く状

況はきびしいといえる。この激しい大競争の

時代を勝ち抜くには，情報システムを軸とし

て競争力を向上させていく必要がある。メー

カーであればどれだけ魅力ある製品がつくれ

るか，サービス業であればどれだけ魅力ある

サービスが提供できるか。これに向けての情

報システムの構築でなければならない。その

場合，主役は「人間」である。「個性を発揮す

る信頼と協調の人間のネヅトワーク」を支援

するツールとしての情報技術の活用という視

点が重要である。

　マルチメディアは理性の世界の道具である。

マルチメディアは感性と結びつけて使えば生

きてくる。理性と感性のバランスのとれた社

会が人々に幸せをもたらす高度情報社会の姿

ではないだろうか。
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能力開発の方向

　　法　政　大　学

教授小池和男

　わたくしは労働省の能力開発審議会のメソ

バーだが，この審議会はいま基本5か年計画

の策定に忙しい。経済審議会をはじめ，さま

ざまな機関が能力開発に期待をかけている。

いや，ありていにいえば，過剰に期待してい

る。雇用は厳しく，とくに中高年者の雇用調

整がさけられない。新たな業種，職業につく

のに能力開発に期待する，というのである。

あるいは，いままで組織で頑張ってきたが，

それではアメリカに遅れをとる。一人ひとり

の専門能力向上に努めねぽならず，これまた

能力開発に期するところが大きい，という議

論である。

　一見もっともらしいが，すこし立ち入って

考えると，実はあやしい。雇用調整で解雇さ

れた中高年者は，訓練センターなどで例えば

1年みっちり訓練を受けさえすれば，はたし

てすぐに新しい産業で一人前に働けるであろ

うか。自分の産業の経験を少しでも振りかえ

れば，その危なさが知れよう。

　いま雇用調整がささやかれる事務系ホワイ

トカラーから経理の大卒10年選手をみよう。

ある大メーカーから一例をとれば，事業部の

予算管理である。その仕事は6ヵ月や1年ご

との予算の編成にとどまらない。毎月の実績

値はどうしても予算値からずれる。なにかし

ら予想しない問題がおきるからだ。断然，技

量を要するのは，この実績値と予算値のずれ

の要因分析だという。予想とは違った問題を

分析し，その解決の見通しを考察する。それ

を次期の予算編成に活すかどうかで，中長期

には大きな効率差を生じよう。ここに個人の

腕の差がでてくる，という。

　予算と毎月の実績とのずれには，さまざま

な要因が働く。メーカーであれば，製造過程

のどこかのトラブル，物流のどこかにトラブ

ルがあれば，もちろんずれが生じる。そのト

ラブルはどのようなものか，今月たまたま生

じたにすぎないのか，それとも今後ひんぱん

に起こるのか。どのような手を打てるのか。

いつごろ，どれほど解決しそうか。こうした

ことを吟味する力のあるとないとでは，次期

予算の編成に大きく影響する。

　こうした吟味を行うには，製造過程や物流
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の過程を知らねばなるまい。いったい訓練セ

ンターの経理の勉強で，このようなノウハウ

をはたして身につけることができようか。製

造過程だけではない。社内組織のなんらかの

問題，たとえばミスコミュニケイションも，

これまた原因となる。その察知，その解決の

見通しを得るには，社内組織についての相当

の知識を要する。

　社内だけではない。製品に対する需要の変

動もまた，ずれの大きな原因となる。需要は

いうまでもなく変動する。その変動幅が予期

以上に大きくては，社内で人の異動など，さ

まざまな手を打たねばならない。コスト増と

なる。そして，多くの製品種類ごとの予測を

毎月的中させることは，まさしく神業に近い。

　およそこうした技量を，大学や訓練セン

ターで充分身につけることができようか。そ

こでは経理や予算管理の，いわば標準的なノ

ウハウを学ぶにとどまるだろう。肝心のずれ

の分析のノウハウは，とうてい，そこでは形

成されまい。個々の製造過程などは実際に工

場のラインを担当しなければ，どうして身に

つけられよう。社内組織，市況も同様であろ

う。

　この事例では，実際に大卒を事業部の下の

工場勤務につけ，そこで一本の製造ラインの

原価管理担当とする。しだいに担当する製造

ラインを増やし，工場をも移り，経験する製

品，社内組織を増やしていく。こうした実務

経験のあとに事業部に移り，予算の製造面の

担当からはじめ，売上面に移り，ついに損益

を含め予算を全面的に担当する。

　要するに，社内での実務経験こそ，真に必

要な技量形成の本道なのだ。もちろん，実務

のキャリアが上手に設計されていなければな

5

らず，また，その実務経験の整理に，適切な

座学のコースも必要だ。そして，こうした高

度なノウハウを要しないものは，社内で雇用

する必要にとぼしい。答のわかっている問題

処理はコンピュータにまかせればよい。

　このようにノウハウの内容を見てくれば，

すぐれて個人の技量であることがよく分かる

であろう。いままでの日本の職場の技量は専

門的ではなく，組織でのコミュニケイション

のスキルにすぎない。これから専門的な技量

を形成しなければ，などという議論は，いか

にいまの職場の真の技量を軽視していること

か。

　また，上記の肝心のノウハウを無視し，簡

単に雇用調整し，必要なら外部から熟練者を

雇い入れればよい，などと夢みては，これま

での高い競争力を支えてきた技量を失ってし

まう。世の中には，充分には予期できない変

化が思いのほかに起こる。それに対処するノ

ウハウ，技量の形成こそが，これからの能力

開発の，真の方向ではないだろうか。

　　　　　　　　　　【㈲中部産政研顧問】

　
　
　
簿



マルチメディアの進展と

勤労者のワーキングスタイル

名古屋大学情報文化学部

教授横　井　茂　樹

マルチメディア技術の進展

　アメリカではパソコンとパソコン通信，イ

ンターネットが急速に普及しつつあり，家庭

にも浸透しつつある。日本でも，最近ウイン

ドウズ95の発売などを通じてパソコンの普及

が急速であり，インターネットにも関心が高

まっている。パソコンとインターネットとい

う強力な道具はオフィスワークのスタイルを

変革しようとしている。

　パソコンとネヅトワークにより，電子メー

ル，ボイスメール，テレビ会議などすべて同

一のパソコン上で行え，遠隔のコンピュータ

の端末としての利用や，ファイルの転送も可

能である。さらに，インターネット上の

WWW（World　Wide　Web）サーバーによる

データベースの発展はビジネスなどの情報収

集の手段として不可欠なものになりつつある。

大学が研究論文や教育プログラム，企業は新

製品と技術内容を公開しており最新情報が入

手できるようになっている。また，ホワイト

ハウスをはじめ，行政機関が，行政施策の公

開，調査報告書などを公開し，図書館もデジ

タル情報化して検索可能にしつつある。

　これらの情報公開には，文字だけでなく，

画縁や音声，場合によっては動画縁も含める

マルチメディアを駆使した形で様々な情報が

提供されている。現在でもWWWサーバーは

急速に増加しつつあり，全世界にはりめぐら

されたネットワークにより世界中のデータ

ベースが検索可能になりまさに情報の宝庫と

言える状態にある。

　このようなパソコンとネットワークの発達

により，オフィスワーカーはパソコンに向

かって情報を入手したり，ネットワークを通

じて他の人々とコミュニケーションをとった

りするワークスタイルが多くなっている。

ネットワークによる高速通信は，距離が近い

オフィスの人と連絡するのも，遠く離れた外

国と連絡するのも大きく変わりがないという

状況を作り出しつつある。このようなオフィ

スワークのスタイルの普及は，オフィスのあ

り方に大きな変化をもたらす可能性がある。

本文では，デジタル技術がもたらすワークス

タイルの変化について考察する。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　だけ遠隔（自宅）仕事をする形が一般的であ
勤労者の新しいワーキンゲスタイル
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る。

　勤労者にとってマルチメディア技術がもた　　遠隔勤務のメリット，デメリット

らすオフィスワークの新しいスタイルについ　　　遠隔勤務のメリット，デメリヅトについて

て紹介する。　　　　　　　　　　　　　　　調査結果が報告されているが，いずれもおお

遠隔勤務　　　　　　　　　　　　　　　　よそ以丁のような結果を述べている※①一

　最近の2年で，欧米で遠隔勤務（telecom一　⑤。

muting）が流行のようになっている。ここで　　（雇用側のメリット）

はまず，遠隔勤務についてなされたいくつか　　（1）オフィスのスペースや機器のコストを削
　　　　　ゆカタは
の調査結果①一⑤に基づき，遠隔勤務の普及　　　減できる。

状況について紹介する。　　　　　　　　　　（2）通勤時間の削減と仕事のインタラプトが

　ビジネスリサーチグループの産業アナリス　　　回避できるため，勤労者の生産性が向上す

トは，1994年の在宅勤務者は米国で130万人　　　る。40％向上しているという調査報告があ

だったのが1995年には200万人になったと推　　　る。

定している※④。他の推定によれば現在600万　　（3）勤労者が会社や家庭の都合で勤務地から

人の遠隔勤務者が存在するという。いずれも　　　離れることになっても遠隔勤務により雇用

遠隔勤務者の数は増え続けると予想している。　　が継続されるので，技術が企業内で継続さ

具体例を上げれば，アメリカの通信会社の　　　れる。

AT＆Tでは25％の勤労者が何らかの遠隔勤　　（4）組織が柔軟に編成される。これは，プロ

務を行っているということである※③。　　　　　ジェクトチームのメンバーが地理的に離れ

　遠隔勤務とは通常のオフィス以外の場所で　　　ていても編成でき，臨機応変の対応が可能

勤務することで次の3つの形態がある。　　　　　となる。

（1）在宅勤務：自宅で仕事を行う。　　　　　　（勤労者のメリヅト）

（2）サテライトオフィス：主となるオフィス　　（1）通勤のストレスから解放される。

　と異なる場所（通常は多くの勤務者が住ん　　（2）雇用が地域に限定されなくなるため，雇

　でいる地域の近く）におかれた遠隔オ’フィ　　用機会が増える。

　ス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）子育て中の女性や，病気や障害などによ

（3）テレワークセンター：住宅地域に近いと　　　り通勤できない人などもある程度，就業を

　ころにある複数の企業の遠隔オフィスの集　　　継続できる。

　合センター　　　　　　　　　　　　　　　　④　在宅勤務においては，時間が柔軟に使え

　現時点では，遠隔勤務者のほとんどは在宅　　　るため，家庭生活をうまく機能させること

勤務の形である。　　　　　　　　　　　　　　ができる。

　遠隔勤務は，必ずしも完全に遠隔地のみで　　（5）地域コミュニティ活動への貢献も可能に

勤務をすることを意味しない。むしろ，主と　　なる。

して自分のオフィスで仕事を行い，週に数日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　7



（社会全体でのメリット）

（1）通勤ラヅシュの緩和に貢献する。

（2）車の通勤が減ることにより環境汚染の減

　少に貢献する。

（3）社会全体で柔軟な雇用が可能になり雇用

　増加に貢献する。

　各調査結果では，全体的にメリットが多い

と指摘しているが，いくつかの問題点も指摘

されている。

　最大の問題は，在宅勤務者がコミュニケー

ションから隔離される点であり，雇用側は連

絡がとりにくくなり，勤労者はメンバーから

孤立する不安を感じているケースがある。し

かしながら，これらの問題は在宅勤務の運営

のしかたに問題があるケースが多く，うまく

システムを作れば問題は全くないという指摘

がある。

移動オフィス

　車の中に個人オフィスを作り移動しなが

ら，適宜無線通信により，遠隔のコンピュー

タに接続して，文書のやりとりを行う移動

ワーキングの形態もある。最近注目されてい

るPHSなども，デジタルデータの通信にも使

えるものであり，コンパクトな情報端末が開

発されれば，どこにも持ち運べて，無線でコ

ンピュータネットワークに接続できるパソコ

ンとしての機能を持ちうるものである。現時

点では，セールスワーカーや，カスタマエン

ジニアなど限定された職種が対象と考えられ

ている。

フレキシブルワーキング

　最近はわが国でもフレックスタイムの勤務

形態をとる会社や部門が増えているが，遠隔

勤務などは勤務場所のフレックス化（フレッ

クスワークプレース）とみなすことができる。

これらのフレックス化を含めて勤務形態全体

としてフレキシブル化するフレキシブルワー

キングという概念が提案され検討されている

※②。

企業の新しい形態

　マルチメディア技術の発達は企業の新しい

形態も生み出しつつある。

ネットワーク上のバーチャルカンパニー

　企業としてのオフィスをもたずに（あるい

は，非常に小さいスペースのオフィス），企

業のメンバーがそれぞれ自宅でパソコンと

ネットワークを使って仕事をしてそれらを

ネットワークを通じて情報交換しながら，仕

事を進めていくというもので，米国では，ソ

フト開発などの分野でこのような企業が活動

している。また，企業の求人情報もイソター

ネットで公開されるようになり，ネットワー

クが主たる企業活動の場という形の企業が現

われてきている。インターネットとパソコン

を道具として活動するスモールカンパニーの

存在が可能になりつつある。

ネットワークによる国際分業

　コンピュータソフトウエアの開発におい

て，コンピュータネットワーク（あるいは衛

星通信）を使って，ソフトウエア開発を遠隔

で行うことは，勤務を地域で分散化すること

にとどまらない。国際間にネットワークが接

続されている状況では，ファイル転送や，遠

隔コンピュータ利用，テレビ会議システムな

どを活用して，国の境界をこえたところで勤

労する形態が現われている。例えば，アメリ

カのソフトウエア会社の仕事を，インドの技

術者がソフトウエア開発を行い，ネットワー

クを通じてアメリカのコンピュータにアクセ
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スして行うという事例が報告されている。著

者の知るケースでは日本でソフトウエアを受

注し，ロシアでソフトウエア開発を行い結果

をネットワークで返送している企業がある。

むすび

　マルチメディア技術の発達，とくにパソコ

ンとインターネットは，勤労の在り方に大き

く影響を与えると思われる。遠隔勤務を成功

させれば，企業側はコストやオフィススペー

スの削減に役立ち，個人も家庭や地域への貢

献度を増せる可能性がある。高齢化が進展す

るわが国でも導入の可能性を検討すべきと考

えられる。マルチメディアの発達は，企業の

形態にも影響を与える可能性があるととも

に，国際間の交流や情報交換を進める。勤労

形態の変化は，オフィスワーカーや，ソフト

ウエア開発者などが中心となると思われる

が，マルチメディアの発達は，産業全般に情

報産業化を進めるものと考えられ，広い職種

の勤労者に影響を与えると思われる。

　勤労者にとっては，短期的には，パソコン

やネットワーク技術の習得や，英語による情

報収集，コミュニケーション能力への要求と

いった点が必要になるものと思われるが，長

期的にもっと大きな問題がでてくると思われ

る。それは，国際間の勤労者間の競合という

ことであり，やや極端に言えば，同じ分野の

仕事をしている人は世界中どこでもネット

ワークを通じて仕事を担当できることにな

り，多数の競争者と競うことになる。その意

味で，情報に対する感度や，情報を分析，統

合する総合的能力が問われることになると思

われる。

※　参考文献

①Smart　Vatley　Telecommuting　Guide．

②Management　Technology　Associates；“Telework”，

③The　Digital　Workplace　VoL21　No．1（1995－2）．

④Lamar　Reinsch：“Executive　Summary　The　Bell　Atlantic

　Telework　Study”，

⑤Dwight　Silverman：“Digiしal　Nation　part4”．

（すべてインターネヅト上のオンライン文献）

〔筆者紹介〕…横井　茂樹

　　　　　　　（よこい　しげき）

略　　歴

　1949年　愛知県に生まれる

　1977年　名古屋大学大学院工学研究科博士課程

　　　　修了
　　〃　　名古屋大学工学部情報工学科助手

　1978年　三重大学工学部電子工学科助教授

　1982年　名古屋大学工学部情報工学科助教授

　1993年　名古屋大学情報文化学部自然情報学科

　　　　教授

　　　　現在に至る。

研究内容

　コンピュータグラフィックス，バーチャルリア

リティ，マルチメディアなど，映像を中心とした

情報メディア技術とその社会的影響に関して研究

を行っている。
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［磁コ至亙トー一一一一一一一一

高度情報化時代の
　　　　　　　　新しい働き方

金属労協（IMF－JC）

事務局長阿島征夫

はじめに

　世の中はrWindows　95」発売前後からまさ

にパソコンブームである。マイクロソフトの

膨大な宣伝にマスコミがこれに火をそそいで

いる。私自身9月からrWindows　95」の最終

評価版を買い使ってみたが現行のrWindows

3．1」に比較し，確かに初心者には使い勝手が

良くなっていると思うが，逆により高いハー

ドのスペックが必要等，不便になった点もあ

り，あれほど騒ぐほどのこともないのではな

いだろうか。むしろワープロやデータベース

等通常使う応用ソフトがどのくらい進歩する

かの方が重要ではないだろうか。

　ただ，「Windows　95」の進化したと思う一

つは，OS（基本ソフト）にも拘わらず通信機

能を組み込んだという点である。LAN，パソ

コン通信にも対応し，はやりのインターネッ

トにもmsn（マイクロソフトネットワーク，

残念ながら会費は米国の3倍以上かかる）に

加入さえすれば，自分のファイルにアクセス

するように簡単に入り込める。これからは応

用ソフトではこうした機能が当然に必要に

なってくることは確実である。

　上記に見たようにパソコンはマルチメディ

アの端末として大きな地位を占めることが明

確であるが，これによって人間，特に働く者

に大きな影響を及ぼすことは否定できない。

職場も勤務のありようも今後大きく変化する

が，これを人間的な側面からプラス方向に転

換していくことが今後の労使に求められてい

る。まさに情報通信技術による革新（略して

Information　Communication　Technoiogyか

らICT革新）が本格化しつつある。

リエンジニアリングの影響

　ICT革新は米国の方が日本よりかなり先に

おきており，いわゆるリエンジニアリングを

生み出している。リエンジニアリングとは単

なる合理化とは異なり，「高度に発達した情

報ネットワークを駆使し業務プロセスを圧縮

し，各労働者に自己管理と権限の拡大を図る

ことによりJ市場と企業を近づけるとともに

コストを脅威的に圧縮する手法」とされてお

り，熟達した労働者とICTが必要条件であ

る。
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　ウィリアム・タビドゥ／マイケル・マロー

ン著「バーチャル・コーポレーション」によ

れば，市場（顧客）と企業，サプライヤー問

の境界がなくなり情報を共有する事が理想

で，作られる製品，サービスが市場の変化

（顧客の要求）に絶えずついてゆけるバー

チャル製品を生み出す企業をバーチャル・

コーポレーションと呼ぶ。それに近づいてゆ

ける企業として，インテル，ヒューレット・

パッカード，ベネトンの他，日本の主な電

機，自動車企業をあげている。バーチャル・

コーポレーションは，カイゼン，TQC，リー

ン生産方式等を駆使し，ICTと従業員ネット

がそれを支える。大きな権限が現場のワーク

・チームに与えられ，中間管理職抜きの組織

が可能となり組織はフラット化する。その代

わり従業員への教育訓練投資が重要であり，

「従業員を入れ替えるのに必要な時間と費用

は大きくなるだろう。従って実質的には，長

期雇用の保証がバーチャル・コーポレーショ

ンの共通の特徴になるだろう」としている。

　これからの製造現場はこれまでのかん・こ

つの技能だけでなくICTを駆使するブルーカ

ラーが活躍する時代となろう。ある数種の技

能をマスターした上でNCやパソコソのソフ

トを十分習得し，ネットワーキングもできる

技能者が求められている。雇用の流動化が最

近強調されるが，高度情報化時代こそ長期安

定雇用のもとで絶えず従業員の能力開発を行

うことが企業の継続発展の戦略ではないだろ

うか。今後もの作りの技能伝承も変化しつつ

あるが，残念ながらこうした方面における人

材は十分でなく，経営者も十分認識している

かというと筆者は日本の現状についてかなり

悲観的である。

ICT革命はプルーカラーよりむしろ

ホワイトカラーの方が大きな影響を受ける

　1980年代に始まったME（マイクロ・エレ

クトロニクス革命）はロボット，FA，　LAN

といったシステムで現場の労働者にきわめて

大きな影響を与えたが，今回はホワイトカ

ラー特に中間管理職に大きな影響を与えると

考えられる。リエンジニアリングにより，

GMでは14～15階層あったのが5～6階層に

なって中抜き組織が実現しているといわれて

いる。こうなると従業員も管理者と同格で意

思決定に参加する機会も出てくる。

　すでに携帯電話，パソコンといった代表的

な端末は爆発的に普及しだし，1985年の電気

通信の規制緩和の効果がここへきて開花した

といってよい。このままでゆくとイリジウム

計画（通信衛星を多数打ち上げ，世界のどこ

でも携帯電話が使えるシステム）が実現すれ

ば，腕時計タイプの電話の実現と合わせ自分

のいるところが即職場といったイメージにも

なる。

　一歩進んている欧米では事務所には出勤せ

ずに働く労働者をテレワーカー（teleworker）

と呼んで，英国ではすでに120万人，2000年

には200万人になるという予測まで出ている。

（この予測はテレワーカーの実現でオフィス

家具の売り上げに影響が出ることから英国家

具メーカーが予測）日本では土地・家賃が高
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いことから事務所スペースを合理化する効果

が大きいことと，大都市の通勤事情が厳しい

ことからホワイトカラーを主としたテレワー

カーが増えてくるものと考えられる。

　技術・開発部門や営業部門ではパソコン通

信，インターネットを利用すれば，個々の企

業でネットを構築するより格安で電子メール

やパソコンファックスにより，テレワーキン

グは可能で，打ち合わせ会議等は一週間に1

度くらいに持てぽよい。こうした職場での勤

務態様は大きく変化することになり，フレヅ

クスタイム，裁量労働制，自由時間制（テレ

ワーキングのシステムだが日本ではまだ決

まった呼称はない）が導入され個々人の成果

も時間の長短で測るより結果で判断すること

が強まる。組織の一員としてもかなり独立性

の高い，場合によってはかなりの意思決定を

せざるをえない幅広い職務を抱えることにな

る。

　テレワーカーの労働にはこれまでと違う要

素がいろいろと起きてくると考えられ，EU

の組合では通常の労働者と違う労働基準法を

提案しているくらいである。

　日本ではフレックスタイムはかなり普及し

ているが，現在裁量労働制が議論されている

段階なので，次にこの点，詳細に検討してみ

る。

新しい働き方の代表…裁量労働制

　裁量労働については現在労働省が研究者，

システムエンジニア，等5つの業務を指定し

て認めて，労務行政研究所の調べでは上場企

業の約5％がこの制度を導入している。これ

らの対象業務はいずれも時間外労働が比較的

多い。従って現在の収入と裁量労働とのバラ

ンスをいかにとるかに苦心している。ほぼ共

通しているのは時間外手当を一定の額に丸め

て支給し，所定労働時間プラスー定の時間で

みなし労働時間を決めていることだ。また在

宅勤務についても月何回か認めているケース

もある。対象者は全員同じ時間働いたことと

みなし，時間外労働の長短による各人の賃金

が異なることはなくなった。評価の対象は成

果，実績ということになり，半期毎に業績一

時金（業績給）として通常のボーナスと切り

離して支給されるケースが多い。中には裁量

労働手当の一部を業績一時金の原資として当

てている。こうなると個人の給与は個々人の

成果をかなり厳しく反映することになる。導

入してからアンケートなどでフォローをした

ところもあり，結果は「時間管理意識」「仕事

の見直し」の点でプラスになっている。

　裁量労働の適用範囲を労働省の例示業務で

は対象者が極めて限定されるため，企業に

よっては労使で話し合って，対象者を拡大し

ようとして，裁量労働的制度を考え，30歳前

後のホワイトカラーで裁量労働にふさわしい

業務（営業マン，機種設計者等）まで対象者

を広げている。

　将来的には全体の労働時間短縮（特に時間

外労働の短縮）を前提に，みなし労働時間は

所定内労働時間へと収れんすることになろう。

この場合裁量労働手当を原資としてより大き

な業績一時金として，各人の成果，実績を評
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価することになるのが理想であるが越えなく

てはならないハードルは多い。その第一が公

平な評価制度が確立するかに掛かっている。

その基本は上長部下の話し合いによる目標管

理であり，評価結果についてもオープンが要

求されよう。裁量労働対象者が少ないときは

ともかく拡大した場合のネヅクはここにある

のではないだろうか。

　こうしたプロセスを経て，自由時間制にな

ると，自宅であろうとどこで仕事をしていて

も構わなくなるが，労災，通災の保険の問題

であるとか，新しい働き方に合わせた法整備

も必要になってくる。

〔箪者紹介〕…阿島　征夫

　　　　　　　（あじま　ゆくお）

生年月日

　1943年2月8日

最終学歴

　1966年3月　早稲田大学第一政治経済学部経済

　　　　　　学科卒業

職　　歴

　1966年4月　三菱電機（株）入社

　1972年7月　三菱電機労働組合大阪支部執行委

　　　　　　員長

　1974年7月　三菱電機労働組合中央執行委員

　1984年7月　電機労連政策企画局長

　1992年7月　電機連合総合企画グループ局長

　1994年9月　全日本金属産業労働組合協議会

　　　　　　事務局長
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「マルチメディア時代の

トヨタのワークスタイル」

　トヨタ自動車株式会社

　　　システム企画部

企画室長永目賢助

　200X年のある日，トヨタ自動車商品企画

部A氏は，数日後に控えた次期新型車の最終

役員審査の準備に励しんでいた。この役員審

査は，多地点マルチメディアTV会議によ

り，世界中の各拠点と本社のプレゼンテー

ションコントロールルームとを結んで行われ

る。通常，各拠点との連絡等は電子メールで

行うが，一同に会して審議する必要がある場

合は，この多地点マルチメディアTV会議を

使用することになっている。

　電子メールの普及と必要な情報のデータ

ベース化，また情報分析システムにより，連

絡のための会議や資料作成などは大幅に削減

され，商品企画に専念できる時間が充分に取

れるようになった。また，世界各地の販売店

からの意見も取り入れた流行トレンド，マー

ケット変化といった市場情報の蓄積と，高度

なシミュレーション機能による商品企画アシ

ストシステムの効果もあり，このところの商

品企画は成功でトヨタ車の販売は好調だ。さ

らに今度の新型車は，インターネヅトを通じ

たユーザからの声を反映する試みを取り入れ

ており，A氏は今まで以上の成功を確信して

いた。

　デザイン部のB氏から電子メールが入った。

今度の役員審査についてである。世界中のデ

ザイン，開発拠点とのコンカレントエンジニ

アリングにより，商品企画とデザイン，技術

開発は連携して進められるようになってお

り，開発から生産にいたるリードタイムも，

約半年と大幅に短縮されている。

　さて役員審査の当日，A氏，　B氏を含めた

スタッフチームはプレゼンテーショソコント

ロールルームからプレゼンテーションを開始

した。各拠点のプレゼンテーションルームの

画面に商品コンセプトと市場予測等のデータ

が映し出され，ホログラフィーによる立体映

嫁で新型車が各拠点のプレゼンテーション

ルームに現れた。「ユーザのどのような声を

どう反映したのか？」「ライトの形を変えた

らどうなる？」「内部デザインも見せて欲し

い」各拠点の役員から数々の質問や要望が出

される。コントロールルームからの操作で，

各種データの映し出しやデザインの修正など

も即時に対応できる。この最終役員審査で承

認されれば，開発，生産準備が本格的に進め
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られる。

　場面は変わってこちらトヨタ自動車営業本

部では，C氏がカスタマーオーダーシステム

による世界中のユーザからの注文画面を操作

していた。

　トヨタでは，大量生産車に加え，このカス

タマーオーダー仕様車の販売を数年前から開

始しており，ユーザの評判も上々で現在では

全体の約30％を占めている。大量生産車につ

いては，すでに各家庭からのホームショッピ

ングが主流になっている。また，実車は世界

各地の総合ショールーム「トヨタアムラック

ス」に展示されており，そこにはバーチャル

リアリティによるドライビングシミュレータ

が設置されており，希望の車を選択して

フィーリングなどを確かめることができる。

カスタマーオーダー用マルチメディア端末

は，そうしたショールームの一角に設置され

ており，そこでは専門の営業マンのアドバイ

スによりユーザが端末を操作しながら，それ

ぞれの希望に沿った仕様を選んでいる。

　C氏を含むカスタマーオーダーチームは営

業本部の他，開発，生産等の部門から成り，

各拠点を結ぶグループウエアによってチーム

作業をしている。もちろん，このチームのグ

ループウエアは，カスタマーオーダーシステ

ムと接続されており，あたかもユーザを含め

た共同作業の形態となっている。

　車の生産や部品等の調達も世界規模で行わ

れており，最も安く高品質な車を作り，最も

早く世界中のユーザに車を届けられるよう

に，常にフレキシブルな生産・物流体制が採

られている。

　このような体制の確立と，ユーザからの支

持もあり，営業利益率も10％超を達成してい

る。

　また，マルチメディア時代を担う新しい産

業が次々に誕生しており，トヨタも積極的に

そうした新事業に進出し，自動車部門以外の

売上も20％を構成するようになっている。

　これは近未来のトヨタの姿の一例を描いた

ものですが，いかがでしたか？創作的な部分

もありますが，他産業等で既に実現されてい

るものもあり、決して夢物語ではありません。

　昨今の情報技術の進歩によってコンピュー

タがより身近になり，企業における情報技術

の活用領域は新たな局面を迎えている。（参

考1）

（参考1）コンピュータ技術の推移

年代 1970年代　　1980年代　　1990年代　　2000年代
型式 大型計算機→ミニコン　→　パソコン　　　→　　　情報家電

大きさ 約300坪→4畳半大　→　机の上→ノート大　→　　掌大

処理速度 1 10倍 1千倍 10万倍
価格 30億円 3千万円 30万円 3万円

価格性能比 1 1千倍 1千万倍 100億倍
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　今までのトヨタの情報システムは，ルー

ティン的な基幹業務プロセスのシステム化を

中心に進められてきた。このような利用形態

は，今後もコンピュータの重要な役割として

位置づけられるし，トヨタの業務プロセスを

リエンジニアリングしていく中で必要である

ことは間違いない。しかし近年，従来とは大

きく異なる新たな利用形態が生れてきた。そ

れは，ホワイトカラーの生産性向上のための

コンピュータの利用である。

　本来，ホワイトカラーの最も重要な役割

は，付加価値の高いクリエイティブな業務を

遂行することだと考えられる。そのために必

要な情報を収集し，そして創造した情報等を

伝達するわけである。ホワイトカラーの生産

性向上というのは，この創造される情報等の

質の向上，伝達のスピードアヅフ゜に他ならな

い。

　ところが実際は，本来手段であるはずの情

報の収集や，会議，資料作成などに多くの時

間を割かざるを得ないのが現状である。それ

は，電話やFace　to　faceによるコミュニケー

ションや紙中心の情報保管・伝達の非効率

性，あるいは部門の壁や階層組織による情報

伝達の阻害などによるものと考えられる。

　しかし，最近の情報技術の進歩によって，

従来のコンピュータがあまりサポートできな

かった情報の収集，分析や，コミュニケー

ションツールとしての機能などが充実してき

た。実際，欧米では，パソコンによる電子

メールが国際ビジネスにおけるコミュニケー

ションツールとして一般化しており，日本で

も，情報化先進企業がホワイトカラーにパソ

コンを持たせ，電子メールの活用に積極的に

取り組んでいる。（参考2）

（参考2）パソコンの日米情報化比較と国内出荷台数

情報化指標 米国 日本 米／日（倍）

パソコン

累積設置台数
6，653 942 7．1

（93年万台）

インターネット接続

システム数
317．9 9．7 32．9

（95年用，万台）

企業内電子メール

ボックス利用者数
1，815 30 60．5

（92年，万人）

資料：「情報化白書1995」（財）日本情報処理開発協会

　　「電子メール」日本経済新聞社

　今後の情報システムの活用の方向として

は，従来の基幹業務のサポートに加え，

　・付加価値の低い業務からの脱却

　・部門間の壁の払拭

　・従来のマネジメントの変革

　’グローパルコミュニケーションの向上

万台 ～
’

600一 ’
♂

8

一

400一

一

200一

191　　’92 ’93　　’94 ’95
「　　　　　年

資料：IDCジヤバン

　・トップ，スタッフ，ユーザの距離の縮小

　・迅速な意思決定

による「ビジネスのスピードアップ」をめざ

し，スタヅフ業務を支援するための「情報の

共有化」と「コミュニケーションの活性化」

に向けた取り組みの強化が必要である。
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　そのためには，パソコンをはじめとする情

報機器やグローバルなネットワークなどの情

報インフラの整備・拡張が急務である。ま

た，災害や犯罪といったものに対するセキュ

リティの確保が重要であることは，言うまで

もない。

　情報化という取り組み，またホワイトカ

ラーの生産性というものは，工場の生産設備

などとは異なり，その効用を定量的に計るの

が難しい代物である。情報の電子化による流

通・加工性の飛躍的な向上という定性的効用

を理解し，その価値を認めるトップマネジメ

ントの理解とリーダーシップが無ければ，な

かなか進めることはできない。問題は，現在

の紙中心の業務形態から，電子化された情報

の中で仕事をするという大きな方向の転換が

できるかという点であり，そのためには，か

なりの覚悟と意識改革が必要である。

　また，情報の開示に対する閉鎖的な組織体

質の改善も必要である。情報が他部署に出た

場合の弊害を恐れ，自部署の利益を優先する

ために，基本はオープンにされないのが現状

である。多少のマイナスはあっても，全体と

してのメリットを優先し，他部署のために情

報を開示していくという意識改革がなけれ

ば，全社的な情報の共有化は進まない。

　もちろん，個々人にも情報技術を使いこな

す能力はもちろん，情報は待つのではなく取

りに行くという意識，情報を取拾選択する能

力，そして従来以上に創造性を発揮しアウト

プットの質を高めることが求められる。

ためには，情報の高度化が重要なポイソトで

ある。それを実現するために，既存の業務，

組織にとらわれず，部門の壁を越えた全体最

適化を進めるような社内の意識・風土改革が

必要である。そして，冒頭に描いた姿を夢物

語で終わらせるのではなくて，世界の潮流を

先取りする21世紀のトヨタを実現したいと考

えている。

〔筆者紹介〕…永目　賢助

　　　　　　（ながめ　けんすけ）

生年月日

　昭和21年9月生

略　　歴

　昭和44年　トヨタ自動車販売株式会社　入社

　電算部，

　トヨタモーターマニュファクチャリング，U．　S，　A，（TMM），

　第2システム部等を経て，

　平成5年よりシステム企画部

　トヨタがグローバル企業としての競争力を

高め，21世紀におけるさらなる発展を遂げる
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高度情報化時代の
　　　　　　　　新しい働き方

夢

追手門学院大学経済学部

助教授川口章

1　はじめに

　最近の情報化の進展は目覚しいものがある。

まずは何と言っても，パソコンの普及である。

今では一家に一台どころか，我々のように仕

事にも使用する者ならば，一人三台，四台と

いうものも珍しくなくなった。市場での厳し

い競争による，急激な技術革新とコスト・ダ

ウンがこれに拍車を掛けている。最新型マシ

ンが出て，半年もしないうちに，さらに新し

いものが出る。値段は大幅に下がる。消費者

にとって，企業間競争が如何にありがたいも

のかをこの産業は示している。

　第二は，携帯電話とファックスの普及であ

る。携帯電話は数年前まではほとんど見かけ

なかったが，今や電車の中，車の中，道路の

上と，街中携帯電話だらけである。ファック

スもちょっと前までは，オフィスにしかない

ものだった。それが今では，自宅の電話番号

とともにファックス番号を書くのが普通に

なってしまった。

　第三は，以上の二つほど顕著ではないが，

インターネットの普及である。世界中どこへ

でも即座に手紙を送れるし，逆に自分の部屋

にいて海外から資料を取り寄せることも容易

である。今後，コスト面での改善が進めぽ，

一般家庭にも急速に普及するかもしれない。

我々の業界では，これまた名刺にe－mailの番

号を入れるのが普通になってしまった。

　技術というものは，常に我々が必要として

いる方向に発展するとは限らない。発展には

当然，技術的条件と経済的条件が必要である。

どんなに必要な技術も，これらの条件がそろ

わなければ実現しない。しかし逆に，二つの

条件がそろえば，我々が本当に必要としてい

るのかどうか疑わしい技術も生まれる。今日

の情報化の進展を見ていると，我々が十分対

応できないうちに，技術がどんどん先に進ん

でいるようにも思われる。

　そこで我々は，生まれてしまった技術を如

何に使いこなすかということを真剣に考えな

ければならない。以下では，特にホワイト・

カラーに焦点を絞り，情報技術の進展に伴い

どのような働き方，生き方が可能になるか，

について私見を述べたい。
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2　情報化と仕事の変化

　情報化の進展は，我々の職場環境を大きく

変えようとしている。情報化の光と影という

言い方をするならぽ，ここではまず，光の部

分について述べたい。

　これまで情報の伝達は，人の移動によって

行われる部分が多かったが，情報技術の発展

は人の移動に頼る部分を少なくする。それ

は，従来の時間と空間の座標を変え，うまく

使いこなせば，ワーク・スタイルやライフ・

スタイルに多様性が生まれる。

在宅勤務

　その第一は，在宅勤務の可能性である。例

えば，特殊な例かもしれないが，我々大学教

員は以前から多かれ少なかれ在宅勤務を行っ

てきた。地方に住んでいて，講義のある日だ

け東京や大阪の大学に通うとか，その逆も結

構多い。しかし問題は，様々な書類の作成，

提出，回覧等があって，しばらく休んでいる

とそれが山のように積もっていたり，時には

それが原因で学部運営に支障を来すこともあ

るほどである。書類のやり取りがオンライン

化されれば，在宅勤務はさらに容易になる。

大学によっては，学生のレポート提出も，イ

ンターネットを通じて行っているところさえ

もある。

　在宅勤務は，特殊な職業に限られると思わ

れるかもしれないが，在宅勤務の先進国アメ

リカでは全労働者の約5パーセントに当たる

550万人が在宅勤務を行っているとの統計も

ある。在宅勤務は企業にとっては，オフィス

のスペースの節約や有能な既婚女性の採用が

可能となり，労働者にとっては通勤時間の節

約，地価の安い郊外への居住，家族と過ごす

時間の増加，既婚女性の労働市場への参加等

が可能になる。さらに，通勤の混雑の緩和や

都市の地価の下落をもたらす等の外部効果も

期待できる。

　しかし，我国の場合，在宅勤務が急速に普

及するとは思えない。それは，ハードよりむ

しろソフトの面で障害があるように思われる。

まず，在宅勤務でできる職種とできない職種

を区別し，作業＝管理組織を再編しなければ

ならない。さらに，これまで書面で行われて

いた通信をパソコン等による通信に変換する

ため，書類の形式変更や労働者の訓練等の投

資が必要である。また，同僚や上司との非公

式なコミュニケーションが重視される日本の

企業で，ドライな仕事だけの関係からなる企

業が存在し得るのか，孤独感や疎外感を抱く

労働者が出たときどう対処すればいいのか，

不正にたいするチェックが難しいのではない

か等多くの疑問がある。

サテライト・オフィス

　在宅勤務より現実性の高いものにサテライ

ト・オフィスがある，現に，武蔵野コミュニ

ティ・オフィス，志木サテライト・オフィス

等を初め，多くのサテライト・オフィスが存

在している。これは，主要なオフィスは都心

に残したまま，数人からせいぜい十数人のオ

フィスを郊外に設けるものである。もちろん

すべての業務がサテライト化できるわけでは

ない。創造的作業や，定型的作業には適して

いるが，外部との接触の多い部門には向かな

い。しかし，サテライト・オフィスはうまく

利用すれば，在宅勤務の利点を維持しながら

その欠点の多くを避けることができる。

　現在，サテライト・オフィスの普及につい

ては，企業よりも自治体の方が熱心であると

言われるが，今後サテライト・オフィスが普

及する可能性は大いにある。それは，昨今話

題になっている日本型雇用慣行の見直しとも

関連する。企業はより効率的な経営実現のた
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め，時間管理から業績管理へ，年功重視の賃

金制度から能力重視の賃金制度へと人事管理

制度を改革しつつある。このような人事管理

制度改革は，もちろんサテライト・オフィス

の導入を目的としたものではない。しかし，

これまでの仕事のプロセスの管理から成果の

管理へ，人間関係重視の組織から機能重視の

組織へと移行することによりサテライト・オ

フィス導入の障害の多くを取り除く可能性が

ある。

3　新しい職業病

　情報化の進展は，影の部分を伴う。VDT

（Video　Display　Terminals）作業の健康への

悪影響である。VDT作業と言ってもいろい

ろな種類の作業がある。数値データ入力や文

章入力等の入力型，窓口検索，文書作成，プ

ログラミング，設計・製図等の対話型，そし

て製造工程監視等の監視型である。

　これらのうち，長時間同じ姿勢の持続を余

儀なくされるのは入力型である。作業者の視

線はほとんど入力文書に向けられる。おのず

と，反復，単純作業となりやすい。首，肩，

腕，手等の痛みを訴える人が最も多いのはこ

の作業である。これに対し，VDT注視率が

最も高いのは対話型である。目の疲労を訴え

る人が多い。

　このほか，高密度の作業や作業管理の厳し

い職場では，イライラ，不安等の精神身体症

状の訴えが強い。情報化による効率の改善

は，長時間に渡る精神の集中を要求するとい

う意味で，新しいタイプの労働強化をもたら

す。そこで，作業環境の改善，教育訓練，時

間短縮等が必要とされる。

4　ゆとりある生活のために

情報化の利点を生かすために，我々は何を

すればよいのだろうか。企業のできること

は，多様なワーク・スタイルの提供である。

上に述べた在宅勤務やサテライト・オフィス

のほか，フレックス・タイム制や裁量労働制

の導入により，個々人のライフ・スタイルに

合った働き方を提供し，労働者に選択の幅を

持たせることが可能になる。

　また，労働者の側としては，これまで以上

に自律性，すなわち会社人間からの脱却が要

求されるであろう。高度情報時代には企業自

体がよりドライな機能的関係によって組織さ

れる。我々は人間的絆を企業ではなく家族に

求めなけれぽならなくなる。そのためには，

自分自身による能力管理，キャリア設計，生

活設計の能力が必要とされる。

後記二本稿の執筆に当たっては，多くの方の

ご意見を参考にさせていただいた。誌面の都

合により全部を紹介することはできない。こ

こでは次の二つのみを挙げておく。大西隆

「分散政策におけるテレコミューティングの

役割」『日本労働研究雑誌』1992年8月号，Na

392，高橋誠rVDT作業による健康影響と

その予防対策」r日本労働研究雑誌』1991年

10月号，Nα383。

〔筆者紹介〕…川口　　章

　　　　　　（かわぐち あきら）

プロフィール

　1958年　香川県生まれ

　1982年　京都大学経済学部卒業

　1990年　メルボルン大学講師

　1991年　ナーストラリア国立大学経済学博士取得

　1993年　追手門学院大学経済学部講師

　1995年　同助教授

　　　　現在に至る
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情報ネットワーク型技術革新のインパクト

　アメリカ企業が復活した最大の理由の一つは，肥大化した管理間接部門を情報ネットワーク

型技術の活用によって徹底的にスリム化し，固定費の圧縮に成功したことであるとされる。

　日本においても，経済・産業の成熟化と高齢化によって人件費負担が増大しつつあり，管理

間接部門をはじめとする人と組織のスリム化に向けて，情報ネットワーク型技術の導入が一段

と加速されていくだろうと言われている。

コンピュータ導入の米国における雇用削減効果

　　　　　　　　　　　　OECD　Jobs　Study　l994

1986年調査

1990年 2000年

％ ％

情報化が緩やかに進むケースの

▲　1．9 十　5．1

ホワイトカラー管理職失業率

（人手不足） （人員過剰）

％ ％

情報化が急速に進むケースの

十　6．1 十33．5

ホワイトカラー管理職失業率

（人員過剰） （人員過剰）

（注）同じ生産量を達成するために必要な労働投入量が

　　・緩やかに進むケースでは，5％節約されるとし

　　・急速に進むケースでは，12％節約されるとして算出

一
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1．日本における働き方の変質

　　　　　　　着実に進む情報ネットワーク型技術導入環境の醸成

　ホワイトカラーの生産性向上策の一環として，能力主義や成果重視の傾向が強まりつつある。

　もちろん，雇用確保を労使関係の安定の基盤とし，会社の発展と雇用そして生活向上との両

立をめざして労使が協力していく日本的システムの下では，企業内に人員余剰感が強まっても

性急な雇用調整は難しい。さしあたっては雇用に手をつけることなく，従ってホワイトカラー

一
人一人の生産性向上にむけての意識改革から始めざるを得ないのだろう。

　しかしどのような形を採るにせよ，個人の能力や成果を問う以上その前提として一人一人の

仕事と責任分担をより明確にせざるを得なくなるだろう。ホワイトカラー一人一人を核とする

情報ネットワーク型技術の導入環境は，今後そうした流れの中で次第に醸成されていくものと

思われる。

成果主義，能力重視の傾向強まる

　　　（設問）生産性を上げるには，同期入社の従業員問にも賃金・昇進の格差をつけ，

　　　　　　優秀な人材はどんどん昇進させていった方が良い。

そう思う［ややそう思う あまりそう思わな・kうは思わな・

コ

A
ロ

N

ー
ロ

0

　　　　　　　0　　　10　　 20　　 30　　 40　　 50　　 60　　 70　　 80　　 90　　100

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

　意識改革への高いニーズ

（設問）ホワイトカラーの生産性が問題になっている理由は。

○内は高い順位

出所：ホワイトカラーの生産性

　　研究委員会報告書

　　財団法人社会経済生産性本部

　　　　　　　1995年6月

1．景気の後退で過剰雇用が発生しているため

2，経済のサービス化、ソフト化に対応するため

3，労働時間の短縮を進めていくため

4．現業部門に比べて生産向上が遅れているため

5，従業員構成の変化のため

6，売上高・量的拡大の重視から高付加価値化への転換のため

7．　技術進歩によりOA機器等の導入による生産向上が可能になったた

8，　雇用処遇勧度が、個々のやる気や能力を十分に引き出していないため

9，その他

②

（％）
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〈参考〉アメリカにおける成功の背景

　　　一日米比較の視点一

日米の働き方の特徴をあえて整理すると

アメリカ

　　　　「仕事」が基本

・個人別の仕事内容は明確

権限と責任も明確

　　　　　　　↓

・ 目標と要求水準が個人にブレーク

　ダウン

　　　　　　（成果は個人に帰属）

・仕事に必要な能力を有する人材

を企業内外より調達

（人は「人材」，

モノ・カネと同じ経営資源の一つ）

　　　　　　　↓

情報ネットワーク技術で，

「仕事＝人」を設備に代替

「仕事＝人」をスリム化

　　　（雇用削減効果は直接的）

　　　　　日　　本

　　　　「人」が基本

・ 集団としての仕事領域も，個人

別の仕事内容も緩やかで，権限

と責任もファジー

　　　　　　　↓

・全員で組織目標を共有，チーム

　ワークで要求水準をクリアー

　　　　　（成果は全員で共有）

・個人の能力と適性に応じて仕事

の機会を提供し，人を育て活か

す

　　　（人が主，「企業は人なり」）

　　　　　　　↓

情報ネットワーク技術は，

「人」が仕事をするための道具

「人」の工夫で仕事をスリム化

　　　（雇用削減効果は間接的）

　　　　ややもすると

　　　　「ぬるま湯共同体」意識

　　　　がはびこる危険性大

　　　　　　　↓

　　　課題は生産性の向上
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2．浸透する情報ネットワーク型技術

一
仕事の流れ，ビジネスプロセスのデジタル化

こうした中で，個人の生産性を高めさらにそれを集団の業績にインテグレートする道具とし

て，情報ネットワーク型技術に大きな期待が寄せられている。

情報機器の出荷状況

翻
i
I

掴醸藪1陶翫櫨器市場規擾1

　　幽　　1

醐．翻騨　　　　＿■翻■既覆1　繍踊『

彊

　回

劃
擁

8
謄

一
6

一

一

一4 一

一百 速
億
2
円

一 報
傾

予
想

轟
r
」
」

電
7
」
、

0 辱　　一　　　一　　　一 一91年929394 959697
（出典1㏄」apan．1eg5）

　　ワークステーションの出荷（単位：台、百万円）
　　　　　1990　　　　ユ99ユ　　　　1992　　　　1993　　　　1994

　　　　　年度　　年度　　年度　　ff度　　年度

台数53．26965、162122，097157．095165．914
前年度比　　150％　　122％　　187％　　129％　　106％

金額239，5342511D85345，902421，6954ユ9．445
前年度比　　141％　　105％　　138％　　ユ22％　　99％

　オフィスコンビューターの出荷（単位：台、百万円）

台数206，710194，250165，902140．254・120，430
前年房≧コゴニ　　　111％　　　　 94％　　　　 85％　　　　　85％　　　　 86％

金額660，990657，4526ユ4，125508．171431．680
前年度比　　111％　　99％　　93％　　83％　　85％

　パーソナルコンビューターの出荷（単位：千台、億円）

台　　　数

前年度比

金　　額

前年度比

2，660　　　2。309

11ユ％　　　87％

ユ2．627　　11，729

117％　　　93％

2，207　　　3，233　　　4，479

　96％　　　　146％　　　　ユ38％

10，569　　　13，673　　　16，443

　77％　　　　ユ29％　　　　120％

インターネットと都市型CATVの普及

インターネットの
サーバー（ホスト）

の伸び率
（インターネット・

ソサエティー資料
より作成）

ー
襲

｛泌

麟
　．

7

6

5

4

サ
ー
バ
ー
数
・
百
万
台

　
3
　
　
2
　
　
1
一

　　　　　　　　　　o
LLW．ul．．．“．Li“：．LLalu・．LJ

81／8　　88／7　91／7　　93／795／7

インターネットの普及状況の比較
　（ee位台・95年7月末現韓ンタ＿

　　　　　　　人口1万　ネットに
国・地域名

①アイスランド
②フィンランド
③米　　国
④ノルウェー
⑤ニュージーランド
⑥スウェーデン
⑦オーストラリァ
⑧スイス
⑨カナダ
⑩オランダ
⑪デンマーク
⑫オーストリァ
⑬英　　国
⑭ドイツ
⑮イスラエル
⑯シンガポール

⑱香　　港
⑳フランス
⑳日　　本

人当たり　接続する
サーバー数　サーバー数
　262　　　　　　6，800
　220　　　　　111．861
　166　　　4，268，648
　155　　　　　　66，608

　127　　　　　　43，863

　122　　　　　106，725

　117　　　　207t426
　　92　　　　　63，795
　　91　　　　262．644
　　89　　　　　135。462

　　71　　　　　36，964
　　51　　　　　40．696

　　50　　　　291，258
　　43　　　　350．707
　　35　　　　　18．223

　　29　　　　8，208

Ω
U

O
3

2
2
1

」
峠
　
　
2
　
　
（

百
万
世
帯

都市型CATVの習及状況

受嗣能踊耳

ボ響圃

24

22

20

18

　％
16

15，392
113，974
159，776

（注）インターネット・ソサエティー資料
　　と国連推計人口より作成

国内の主なネットの会員数　　　単位　千人
ニフティサーブ　　　　　　1，200（95／8末）

PC－VAN　　　　　　　　1，210（95／8末）
ASAHIネット／ピープル　　410（95／6末）
アスキー不ット　　　　　　105（95／6末）

EYE－NET　　　　　　　　　26（95／8末）

日経MIX　　　　　　　　　22（95／8末）
コペルニクス（K－NET）　　　21（95／8末）

マxターネット　　　　　　　12（95／7末）

J＆Pホットライン　　　　　　8（95／7末）
JALNET　　　　　　　　　　6（95／8末）
　　　　　出所：B本経済新聞10／27第二部

一 24一



3．脚光を浴びるCALS

　　　　　　　　一企業間さらには業際間ネットワークへの拡がり一

あらゆる情報を電子ネットワークで交換することにより取引の効率を画期的に高める

CALSへの関心も急速に強まりつつある。

　CALSは，米国国防総省が軍事物資や兵器の調達を効率をよくするためのEDI（電子データ

交換）システムとして80年代半ばに開発されたもので，民間企業の事務処理システムに応用さ

れたのは80年代末であった。そして今，その関心は調達システムからエレクトロニック・コ

マース（電子商取引）へと移りつつある。

CALSの意味の変遷

貫：臨鯉l

l畿穿　　1’

謹講よる

　　　Continous

　　　Acquisition＆

　　　Life－cycle

　　　Support
　　　生産・調達・運用支援

　　　統合情報システム

ー
髪
ー
嚢

Commerce
At

Light

Speed

光速の商取引

，
蓑
彗
〃
卍

“
琴
薄
凝

　　CALSをめぐる動き

1985年　米国防総省が防衛システムのペーパーレス

　　　化を提唱

　87年　米の民間推進団体rCALS／ISG」設立

　88年　米国防総省，第1次CALS　5力年計画開始

　93年　米商務省，

　　　　「97年までに政府調達を電子取引化」と

　　　発表

i94年　日米欧などで国際組織rCALSインターナi

｝　シ・ナル」設立　　　　　i
i95年4月通産省溌電プラントによるCALSのi
i　　　　　モデル事業開始　　　　　　　　　　i

i5月罐粧導のrCALS技術研究組合」・｝
i　　　　　業界団体のrCALS推進協議会」が同時i

i　　　発足　　　　　　　　　　i

出所：日本経済新聞　10／27　第二部
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4．情報ネットワーク型技術のもたらす影響

企業内さらには企業間を結ぶ清報ネットワーク型技術の進展（デジタル革命）は，働き方そ

して雇用にどの様な影響を及ぼすのであろう。

一
般的に指摘されている雇用減をもたらす暗いシナリオを整理すると次の様になる。

1，組織形態

2．仕事の流れ

3。雇 用

パソコンをネットワーク化しデータベースや電子メール等を活用

することによって情報の共有化が質量ともに進み，組織が一段と

フラット化しスリム化していく。

複数の部署が情報を共有化することによって，同時並行的に仕事

を進める「コンカレント・マネジメントorエンジニアリング」が

主流になっていく。

　　　　　　　　　　　　　　↓

管理間接部門を中心に合理化が進み，雇用機会が大幅に縮小する。

加えて，ネットワーク化によって競争力のある分野に事業を特化

して他の分野を外注化する，いわゆる「バーチャル・コーポレー

ション」指向が強まれば，日本的労使関係の基盤とされてきた企

業内での雇用の安定さえも脅かされかねない。

参考

①デジタル革命の歴史的位置づけ

　　　　　　生産性

1万年前

　　　　　電子工業

轟妻夢ノ　ンF7”］

1蒸気機関・交流電力→半導体・コンピュータ1

　　　　　18世紀中頃　　　　　現在　　時間経過
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②デジタル革命の今後の行方

企

業
社
会

現在（1996年）　レ レ　中期展望（2000年）　〉　長期展望（2010年）

パソコンの普及 レ
企業内ネットワーク化

　　（LAN化）
レ

企業間ネットワーク化

　　（EDI，CALS）

ゲーム・カラオケ

家
庭
・
個
人

パソコンの普及

移動体通信の普及

CATV・衛星放送

　　デジタルrヒ

インタラクティブ性向上

　　　融合化

（注） LAN
ED　I
CALS
CATV

：Local　Area　Network

：Electronic　Data　Interchange

：Commerce　at　Light　Speed

：Cable　TV

③　デジタル化の影響

　　　　　　　　　ノ

マルチメディア関連産業

（影響）

・コンピュータ

通信機器

OS　　など

プラットフォーム産業

ディストリビューション産業：

テレビ局・

CATV
・パソコン

通信　など

　　既存産業

・ビジネスプロセスの変化　・業界構造の変化

・企業組繊の水平化

・コンカレント・

エンジニアリング

・電子的商取引

　（EDI，CALS）

　　　　　など

物販業

　（サイパーモール）

・金融業

　（ネットワーク上

　の決済）

　　　　　　など

機器やそれを動かすソフトウェアを提供する産業

多彩な情報を高速かつ双方向で送・受信できる

ネットワークを構築する産業

機器やネットワークを利用して提供される情報や
アプリケーションを創出する産業

（注）OS　Operating　System　（基本ソフト）

出所　週刊東洋経済　12／30－1／6
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5．デジタル革命にむけての課題と対応の方向

　デジタル革命の先進国ともいえるアメリカ企業の内部では今，その功罪をふまえ「グループ

ウエア」と呼ばれるソフトを使ってチームとしての生産性を引き上げる試みがされているとい

われる。

　しかし，そうした仕事の仕組みは日本の企業の得意とするところだったはずだ。

　とすれば，日本企業が取り組むべき課題は，

①情報ネヅトウーク型技衝を活用し1個人の創造力を從菜以王に高め活かLでいくなかさ

　　「ぬるま湯共筒体」から「貞立した個人の藁副へと日本釣チ”・一，ムワークシステムの再構

　　築を進めること。・　　　　　　　　　　　　　　痔tt．t、、’1学　一』　㌧ぐ仁

②　チームメンバーが相互に研鍍しながらチーム金体の業績を高め合い相乗効果をもたらす

ご誓影いチームメソッド」噺に敵’チーム｛≧ケ人’n人嚇弊進めう1

そうした方向へ，ホワイトカラーの仕事の仕緩みと働き方を変えtいくことであろう。同時に・

それは，麗用の安定を基盤とする日本的な労使協力のシステムが引き続き高い説得性を維持し、

ていくt・mp必要締もあるヤ　・，、ご．冠・▽ジ這1’ll、A

デジタル革命の功罪（米国の事例）

　　　　　　　　　　　功 罪

・ 情報システム技術により仕事

　（＝人と組織）をスリム化，

人件費経費など固定費負担を

大幅に圧縮できた

・ 優秀な経営者or管理職をかか

える企業にとっては，

タイムリーな情報を活かして，

従来以上に適切な経営判断な

　りマネジメントが可能になっ

た

・ 大企業に多い長期勤続指向の

一般事務技術職員が大量解雇

の対象とされたため，

チームワークや企業への信頼

感が著しく弱あられた

・企画力や管理能力が十分でな

い企業では，

効果より効率が優先されて，

現状の無駄を拡大再生産する

結果を招いた

〈主任研究員　願興寺膳之〉
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［磯コ亟亟工トー一一一一一一一

6年ぶりの北京における

生活からの印象
ξ
羅

　
　
轟

　南山大学経済学部

教授村　松　久良光

1．はじめに

　昨年の8刀末から11月の半ばまで，北京の

「口本学研究中心（センター）」における「口

本経済」担当の講師として派遣される機会を

得た。このセンターは，中国における日本語

学科の研究者や教師を養成する目的で設立さ

れ，日本の国際交流基金が全面的にバック

アップしている修士レベルの大学院である。

ここには，6年前の1989年4月から6月まで

のいわゆる日本でいう「天安門事件」が起き

たときと，その半年前の88年の9月から11月

まで今回と同じ役割で来たことがあった。そ

の時に調べたことや感じたことを，89年夏号

の「産政研」に，「北京の生活」と「非日常下

の北京の生活」と題して載せた。

　あれから6年が経過した。その間，中国は

91年までの停滞期から脱して，92年の登阿・平

の「南方講話」をきっかけに，再び年平均実

質成長率で10％を超える「高度成長」を3年

間続けてきた。この期間は，日本を筆頭に，

米国を除く先進国は停滞気味であり，12億人

をかかえる中国の成長ぶりes　，「巨大な消費

市場の出現」ということで世界の注目を浴び

てきた。

　一方，中国が今後も順調に成長していくの

かどうかに関連して，「登B小平後の政治不安」

に始まり，94年の秋頃からの20％を超す「イ

ンフレのコントロール」，農村と都市および

個人間の「所得格差の拡大」，そして，日本に

直接影響する酸性雨などの「公害の深刻化」，

果ては，地球規模での「食糧危機」への不安

など，悲観的または警戒的な議論も多くされ

ている。このような大きな問題を，本格的に

取り上げるほど準備はできていないが，今回

滞在した2ヵ月間，身の回りで知り得たこと

を中心に，感じたことを記してみよう。

2．「高度成長」と市民の生活

　北京に着いて最初に驚いたことは，空港か

ら市内へ入る高速道路とそれにつながる立体

交差化した環状道路（三環路）が完成してい

たことである。環状道路は，オリンピック誘

致に向けて突貫工事で完成させたというが，

街の様相はがらっと変わった。

　高速道路ができたからスムーズに走れるか
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と思いきや，今度は車がやたらと増えて，し

ばしぼ渋滞に出くわす。一般道路の交差点で

は，車と自転車と信号を守らない歩行者が入

り乱れる。トラックも増えたが，目立つの

は，「面的（ミアンデa）」と呼ばれる黄色い

ミニバンのタクシーである。タクシーといえ

ば，6年前には外国人専用のホテルにしかな

かった。それが今やどこでも拾え，10キロま

で10元でそれから1キロごとに1元増しであ

り（1元は12円くらい），普通の人にとって

もそれほど高くはない。便利になったが，一

方で，交通渋滞，交通事故，そして排気ガス

によるスモッグがひどくなってきた。

　次に驚いたことは，日本のデパートを小振

りにしたほどの4，5階立ての「商場」が，

天安門から12キロも東北に離れている大学が

多い地区に二つもできたことである。それも

現地の資本のようだ。週日でも大変な人であ

る。ことにフランスや日本の化粧品売場に若

い女性の人だかりができており，ブランド物

の化粧品が今や人気があるらしい。私も500

元の自転車と，450元のジャンパーを購入し

たが，これらの商品は特別高級というわけで

もなさそうである。

　さらに，街を歩いて目につくのは，以前に

はなかった小綺麗なレストランが増えたこと

である。一人当たり30から40元もだせばかな

りおいしい料理が食べられる。普通の人たち

で昼時や夕方はかなり混んでいる。

　このように，6年前に比べると，普通の人

たちが豊かになったなという印象をもつと同

時に，みんなが豊かになったのかどうか，さ

らに，20％を超すインフレで苦しい人も多い

のではないか，という疑問も湧く。

3．インフレと所得格差

　94年には年間20％を超すインフレが起こ

り，社会不安を引き起こさないかと心配され

た。というのは，89年の天安門事件の引き金

となった要因のひとつが88年の20％前後のイ

ソフレだったからである。90年から最近まで

の状況が，12月26日付のr日本経済新聞』に

掲載されていたので，転載しておこう。95年

中国の小売物価上昇率と
GDP成長率

5
％
0

では前年比15％程度に落ちてきたが，それで

もかなりの物価上昇である。ところが，これ

までのところ，以前のような社会不安は起

こっていないように見える。なぜだろうか。

　まず，考えられる要因は，この間物価も上

昇したが，それ以上に所得も上昇し，実質で

測った生活水準は確実に向上してきたことで

ある。事実，『中国統計年鑑1995年』によれ

ば，94年における全勤労者の年間賃金の平均

は，4，538元で，1年前に比べて34．6％も上

昇しており，実質でも7．7％上昇している。

ちなみに，地域に差があり，北京地区では

6，523元で，実質で15．7％も上昇している。
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　ただ，このような統計数値はあくまで平均

であり，個々人の間の格差が広がっているの

ではなかろうか。9月3日のChina　Dailyの記

事によれば，94年の都市部における上位10％

の一人当たり所得は6，263元で，下位10％が

1，525元であるという。4．1倍の格差をどうみ

るかであるが，他の経済発展国に比べれば，

まだそれほど大きくないという評価もありう

る（「拡大する収入格差問題について」r北京

週報　95／7／18』）。

　身近な例ではどうか。私の泊まっていたホ

テルの服務員は，38歳くらいであるが，月

1，500元貰い，その他にアルバイトで按摩を

やり，2，000元ほど稼ぐという。同じ服務員

でも中学出立ての期限付きの女性は，293元

しか得ていない。また，30歳くらいの大学の

講師であるが，主任をしている男性は1，300

元，女性で800元，センターの助手が450元と

かなりまちまちである。北京郊外の合弁によ

る縫製工場を訪れたが，入りたての人で270

元前後，10数年勤続で450元前後という。し

かも，休みは月に1回程度しかないという。

普通の人のなかでも格差はかなり大きいよう

に思えた。

　では，このような所得格差の拡大がなぜ社

会不安を引き起こさないのか。ひとつの解釈

は，合法的でなくてはいけないが，自分の才

覚によって人より先に豊かになることは正当

である，という考え方が幅を利かせているこ

とだ。一般市民の所得をはるかに超えて稼い

でいるのは，個人経営者，外資系企業の管理

職とその従業員，有名な俳優・歌手などであ

るが，彼らもその分野で積極的な役割を果し

ているということになる（前掲記事を参照）。

4．大半の市民は満足！

　一般の市民はどう思っているのか。それを

正確に掴むのはむずかしいが，私たちが教え

ていた学生や卒業生に聞くと，問題はいろい

ろあるが，生活が豊かになってきたここ数年

の変化を基本的に肯定していた。88年の頃を

振り返ると，学生たちの怒りは，r官倒（役人

の商品転がし）」などの党幹部の腐敗行為へ

の糾弾に向けられていた。規制価格の撤廃が

進んで，そういう事態が減ったということで

あろうか。

　9月12日のChina　Dailyの記事では，世界各

国の都市住民を対象としたアンケート調査結

果を紹介しているのだが，中国の都市住民の

80％が現状に満足し，将来に対して自信を

持っているという。そして，この楽観的な見

方は，過去10年の間，生活の質を大幅に改善

してきた高度成長の結果であると，分析して

いる。ちなみに，「国が正しい方向に向かっ

ている」と回答した比率は，米国で33％，日

本が何と9％でしかない。

　今回，現状に対する不満または懸念を聞い

たのは，引退した老教授と中国の農村の実情

に詳しい日本の研究者であった。確かに，年

金生活者や農村に住む人たちの不満は大きい

であろうが，それを声として取り上げる組織

に欠けている。中国の新聞報道を鵜呑みにす

るのは危険であるが，日本の60年代の高度成

長の頃を思い起こすと，人によって多い少な

いはあるが，物価も上昇するが実質所得が上

昇し，目に見えて豊かになっているときに

は，一時，政治への不満を忘れるのではなか

ろうか。　　　　　　【中部産政研研究員】
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　　新たな交流の大動脈

第二東名・名神高速道路

　　　　建設省道路局

高速国道課長菊地賢三

1．はじめに

　昭和62年6月，r第四次全国総合開発計画」

が閣議決定され，21世紀に向け多極分散型の

国土を形成するための“交流ネットワーク構

想”を実現すべく，全国の都市及び農村地帯

から概ね1時間以内で到達できる総延長

14，000㎞に及ぶ高規格幹線道路の形成が必要

とされた。

　高速自動車国道11，520㎞は，高規格幹線道

路網14，000㎞の中心的な役割を果たすものだ

が，なかでも第二東名・名神高速道路は，東

京圏，関西圏及び名古屋圏の三大都市圏の連

携を強化するとともに，これを中心とした全

国交流ネットワーク形成の根幹となる重要な

路線として位置付けられている。

B規幡 A履惰 C規幡

il口1整備計画
口ロロロロ　基本計画

A履幡

・　A規幡　［‘Ok■ノh

　Bj3！旛　120ヒ●！h
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‘亀山鞠E陪1　　‘飛島鞠四H市）
ム・58k・　　L＝！2，！ylkm　1

溶二客神湖連濯路‘名古超一紳戸，乙置約170k㎝

斐億計画区間帳泉一粟海，ム＝2星6km

　　　蕃考こ婁f画区間‘横浜軸1匿さ睾，　L＝290kt躊

　　配二粟名蕩逗這路‘東京幅名古崖，ム＝め320k頃

図一1　第二東名・名神高速道路位置図
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　また，第二東名・名神は，現東名・名神と

一体となって機能する道路として緊急に整備

する必要があることから，平成元年1月に開

催された第28回国土開発幹線自動車道建設審

議会（国幹審）の議決を経て，横浜市から東

海市間及び飛島村から神戸市問の計455㎞の

基本計画が決定された。

　更に，平成3年12月に開催された第29回国

幹審の議決を経て，第二東名の長泉～東海

間，第二名神の飛島～四日市間，亀山～城隅

間の303㎞について整備計画が策定されてい

る。

　なお，第2東名・名神高速道路の全体延長

約490㎞のうち，中部地方3県（静岡県，愛知

県，三重県）では，約306㎞の延長となり，全

体の約62％を占めている。（表一1）

表一1　中部地方3県（静岡県，愛知県，三重県）の計画概要

計　　画 区　　　　　　　　　　間 延　長 備　　　　　　　　　　考

第二東名　静岡県駿東郡長泉町～ 216㎞ 日本道路公団により事業中
愛知県東海市

整備計画 第二名神　愛知県海部郡飛島村～ 19㎞
三重県四日市市

三重県亀山市～ 4km

三重・滋賀県境
第二東名　神奈川・静岡県境～ 31㎞ 平成6年7月都市計画決定済み

基本計画 　　　　　　　静岡県駿東郡長泉町
第二名神　三重県四日市市～ 28㎞

三重県亀山市

予定路線 第二東名　愛知県東海市～名古屋市
第二名神　名古屋市～海部郡飛島村

約　　3km

約　　5㎞

本区間は，名古屋港周辺の区間で「伊勢湾岸
道路」として別途に事業中（名古屋港3大橋
関連区間）

合　　　　　　　　　　　　計 約306㎞

2．事業の状況

（1）概　要

　前記の整備計画区間については，平成5年

11月に建設大臣より日本道路公団に施行命令

が出され，現在，測量・調査ならびに一部区

間で工事に着手しており，平成7年10月19日

には愛知県内の区間の起工式が挙行されてい

る。

　中部地方の第二東名・名神高速道路では，

地形の厳しい山間地や都市部の周辺を通過す

ること，今後の走行性，安全性等の条件の整

備による高速走行（140㎞／h）の可能性を

考慮した従来よりもゆとりのある幅員，カー

ブや上り下り勾配を採用したことから，大規

模なトンネルや橋梁が多数計画されており，

『良いものを，手際良く造る』という考え方

により，速く安全に快適に走ることができる

地域全体・国民全体の財産を，環境にも配慮

しつつ安価に早く造ることを念頭に事業を計

画・推進している。

　清水市内のトンネル工事，愛知県内の橋梁

工事をはじめ，新技術・新工法の採用・試行

を手掛けているほか，大型化・小型化，デザ

インの検討，素材の研究なども進めている。

　また，基本計画区間も含め中部地方では御

殿場市，清水市，引佐郡引佐町，豊田市，四

日市市及び亀山市において現在の東名高速道

路または東名阪自動車道と連絡路等で連結す

ることとしており，一体性が確保され相互の

代替により道路交通の確実性，リダンダン

シーの向上が図られるほか，未来型の交通形

態ともいえる「高速道路交通システム（IT

S；インテリジェント・トランスボート・シ

ステム）」も導入されることになろう。
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（2）県別の主な事業の状況

　①　静岡県

　　整備計画区間（駿東郡長泉町～愛知県

　境）の全面的な測量・調査を実施し，地元

　との設計協議にも着手しており，用地買収

　及び工事に向けての準備を進めている。

　　また，静岡市・清水市では一部のトンネ

　ルや橋梁等の工事にも着手している。

　　なお，県内の基本計画区間である神奈川

　・静岡県境～駿東郡長泉町については，平

　成6年7月に整備計画の策定に向けた都市

　計画決定が成されている。

　②　愛知県

　　整備計画区間（静岡県境～東海市，海部

　郡飛島村～三重県境）のうち，名四東I

　C～東海IC間については，第二東名と新

　設の国道302号とが二階建構造となり，こ

　の国道事業は伊勢湾岸道路の名港3大橋の

　事業と歩調を合わせて進められており，第

　二東名についても橋梁工事を中心に全区間

　の工事に着手していることから，第二東名

　・名神高速道路の中で最も事業が進んでい

　る区間となっている。

　　また，第二名神のうちの飛島IC～鍋田

　東IC問についても平成7年度内には橋梁

　工事に全面的に着手の予定である。

　　なお，その他の区間では，豊田東JCT～

　名四東IC間で基本的な測量・調査を完了

　した部分から詳細な図面を作成しており，

　地元との設計協議への着手を予定している

　ほか，鳳来町～豊田東JCT問については，

　大部分が山間地を通過するため，現在一部

　の区間で測量・土質調査を実施している。

　③　三重県

　　整備計画区間（愛知県境～四日市市，亀

　山市～滋賀県境）のうち，愛知県境～四日

　市市間では，木曽・長良・揖斐の大河川の

渡河部の大規模橋梁，一般国道1号北勢バ

イパスとの併用区間における事業調整など

綿密な施工計画等の検討が必要であるが，

川越町内において平成7年度内に一部橋梁

工事に着手の予定である。

　また，亀山市内区間については一部で自

然の豊かな鈴鹿国定公園及び鳥獣保護区を

通過することから生態系の保全への一層の

配慮が必要となるほか，滋賀県境に至る急

峻な地形からトンネル・橋梁が非常に多い

区間であるが，現在全線に亘って地元との

設計協議用の図面の作成を進めており，来

年度以降の用地買収及び工事に向けて事業

を進めることとしている。

　なお，県内の基本計画区間である四日市

市～亀山市については，平成6年7月に整

備計画の策定に向けた都市計画決定が成さ

れている。

3．期待される効果等

（1）第二東名・名神に求められる機能

　①　全線6車線に

　　将来，車社会がさらに発展することを考

　えると，第二東名・名神は全線6車線とし

　て，混雑なく安全で快適に走れることが望

　まれる。

　②　安全性と快適性を

　　高速道路の事故率は，一般道路と比べる

　とはるかに低くなっているが，第二東名・

　名神ではさらに安全性と快適性を高めるた

　めの十分な配慮が必要となる。

　　また，走り易さ，景観，デザインに配慮

　した設計を行い，豊かな道路空間を創出す

　るとともに，的確な道路情報の提供，より

　質の高い休憩施設の整備を行うことなどに

　より，一層の快適性を確保する必要がある。

　（図一2）
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③　より高い走行速度を

　社会的な高速化ニーズ，自動車性能の向

上，諸外国の速度事例等の点を考慮して

も，第二東名・名神では140㎞／h程度の

高い走行速度が期待されている。仮に第二

東名・名神を大都市圏間140㎞／h，大都

　　　　　　　　｛蟹簸嚇鞍♂鍵奉，
　　　　　　　　　　」・　s　　　　　　　　fC・，　ttわ・

市圏内周辺部120㎞／h，大都市圏内中心

部100㎞／hで走行できるとすれば，東京

から神戸まで3時間50分で到着し，現東名

・名神を利用した場合と比べ，2時間50分

もの短縮となる。

鰭欝騨磯鞭『難1、

図一2　第二東名・名神のイメージパース

（2）第二東名・名神の整備効果

　①東名・名神の混雑，渋滞を解消

　　東名・名神は約74，000台／日（平成6

　年）の利用交通量があり，平成22年には約

　97，000台／日の需要が見込まれ，昼間（7

　時～19時）の平均的な状況として，全延長

　536㎞の約4割が渋滞となり，交通の大動

　脈としての機能が果たせなくなる。

　　第二東名・名神が開通すれば，このよう

　な渋滞発生が無くなり，高速道路が持つ本

　来の機能（高速性，快適性，定時性等）が

回復される。

　②　通勤交通・業務交通拡大の可能性，高

　　　次都市機能施設の利用可能圏域の拡大

　　　第二東名・名神高速道路の完成によ

　　り，日帰り圏内は沿道で大幅に増加し，

　　観光レクリェーション交通や通勤・業務

　　交通の伸び，トリップ長の増大に大きく

　　影響するものと考えられる。（図一3）

　　　また，各都市や施設の利用が容易とな

　　り，種々の便益を享受できることとなる。

図一3　名古屋を出発とした日帰り圏域の拡大（3時間圏域）

騨■．ロー一現東名による時闘画填

　　　第二東名神による時間國壊
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4．今後の高速道路整備のあり方

（1）高速自動車国道整備をとりまく環境の変

　化

　有料の高速自動車国道として建設される一

群の路線の収支を併合する全国プール制など

の料金制度に関してはこれまで多くの議論が

なされ，東名・名神高速道路等の先発路線か

ら後発路線への内部補助について一定の目安

が設けられるとともに，利用者の負担を軽減

し採算性を確保する観点から国費助成の強化

が図られるなどの措置が講じられてきた。し

かし，長引く景気低迷，物価の下落傾向の中

で，国民の公共料金に対する関心は一層高

まってきており，高速道路料金や公団の経営

合理化などについて様々な意見が出されてい

る。

　また，高速自動車国道の整備の進展に伴っ

てより多くの人が身近に利用できるようにな

るとともに，生鮮食料品の流通の広域化など

を通じ，高速自動車国道が国民の生活におい

て重要な役割を果たすようになったことに伴

い，その整備や費用の負担のあり方につい

て，都市部と地方部の整備の進捗状況や交通

需要等の違いを背景とした議論が一層活発化

している。

　道路審議会は，平成6年11月10日，建設大

臣から今後の有料道路制度のあり方につい

て，既に検討されているものも含めて幅広く

検討するよう諮問された。その後，審議会に

　　　　　　図一4　今後の有料道路制度のあり方について（高速自動車国道について）

　　　　　　　基本的な問題意識　　　　　　　　　　　　　　　　　　中間答申の提言

1．着実な整備と料金水準のあり方　　　　　　　　　　（1）建設費・管理費の節減

料金上昇を抑えつつ，着実な整備を進めるため，　　　　　多方面からの意見や他分野での合理化努力も参考

プール制や償還制度，公的助成をどのようにすれば　　　　　としながら，厳しく建設費や管理費の節減などに

　よいか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　努めることが必要。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②　全国プール制の活用とプールの負担軽減
　今後整備計画の追加に当たっては，特に，物価
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全国プール制を活用していくことが必要であるが、
　上昇がなく，金利も極めて低い状況の下では，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　プールの負担を軽減するため，一般国道自動車専
　料金上昇を回避するよう最大限の努力が必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　用道路の活用や公的助成の拡充が必要。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）償還制度の見直し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　償還対象経費から当面用地費を除外，償還期間は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　施設の平均的耐用年数（45～50年）を基本とする

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ことが望ましい。

2．管理段階をも見通した建設・管理のあり方

一般道路に比べてサービス水準等が高い高速道路の　　　　　高度なサービスを提供するための多額な維持・更

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－維持・更新費の負担を将来どのようにすればよいか　　　　　新費については償還期間後も利用者による料金に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　より賄うことが適当。

3．割引等の料金制度の運用のあり方

利用の促進を図り，増収を図るため，料金制度等を　　　　　別納割引制度の見直しや増収に資する新たな割引

　どのようにすれぽよいか。　　　　　　　　　　　　　　　　を導入すべき。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交通量の分散に資する料金制度や地域の実情に応

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　じた弾力的な割引料金制度の導入を検討すべき。

4t建設の進め方への料金水準見通しの反映

建設の進め方と料金水準とは密接な関係を持ってい　　　　　建設計画の策定段階において，料金水準の見直し

　るが，これらが別々に決定されている現在の手続き　　　　　等を公表し，建設の進め方に反映させるべぎ。

をどのようにすればよいか。
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設置されている有料道路部会及び部会の中に

設置した調査研究委員会において議論を行う

とともに，3回にわたり有識者や道路利用者

の方からも意見を幅広く聴取し，平成7年11

月30日，高速自動車国道に係る課題について

中間答申したところである。（図一4）

（2）今後の課題

　高速自動車国道11，520㎞のうち7，887㎞

（平成7年11月末現在，このうち5，908㎞が

供用中）の建設については，既に建設大臣か

ら日本道路公団に対し施行命令が出され，平

成6年9月の料金認可に基づく料金水準（普

通車について㎞あたり24．6円＋ターミナル

チャージ150円）のもとで整備が進められる

こととなっている。第二東名・名神高速道路

の整備計画未策定区間約190㎞を含め，まだ

建設に着手されていない約3，630㎞の高速自

動車国道については，今回の中問答申の内容

を踏まえ，料金上昇の抑制を図りつつ，採算

性を確保しながら着実な整備を進めることが

最重要な課題であると認識している。

重要な課題である。今後とも関係者の積極的

な取組が必要であり，期待されている。

〔筆者紹介〕…菊地　賢三

　　　　　　　（きくち　けんぞう）

略　　歴

　昭和21年生

　昭和44年3月　東京工業大学卒業

　昭和44年4月　建設省入省

　　59年10月　中国地方建設局福山工事事務所長

　　61年7月　北陸地方建設局金沢工事事務所長

　平成2年7月　千葉県土木部道路建設課長

　　　4年4月　道路局高速国道課高速道路調整官

　　　5年4月　九州地方建設局道路部長

　　　7年4月　道路局高速国道課長

5．総　括

　わが国の社会経済は広域化してきており，

移動時の「高速性」・「快適性」・「確実性」に

対するニーズは一層強くなっていくことが予

想される。このようなハイモビリティー社会

において高速道路は重要な基盤施設であり，

第二東名・名神高速道路は，21世紀のハイモ

ビリティー社会において根幹的な役割を担っ

ていくものである。

　前記のように現在，中部地方の第二東名・

名神高速道路は一部の区間で工事に着手する

など，その整備は着実に進捗しているが，い

くつかの課題も残されている。その中でも第

二東名・名神高速道路を活用した魅力ある地

域づくりを積極的に推進していくことが最も
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「元気のある

　　活性化した企業づくり」

一体験から語る起業精神について一

　　　　株式会社樹研工業

代表取締役松浦元男氏

　まず始めに，今年は戦後50年にあたります

し，よく未曾有の変化とか未経験の時代を迎

えているということがいわれますが，世の中

の動きを10年一区切りにとらえるとやはり大

きく変化していると思うのです。何十年もさ

かのぼれぽよく似た現象を経験しているわけ

で，けして目新しい事ではありません。我々

は小さな企業であるがゆえに，時代が先々ど

う変わっていくかを読取り，体制を整えるこ

とが重要になるわけであります。時代が変

わってしまってから手を打ってもうまくいき

ません。常に変化を予測して準備をしておく

ことが一番肝心なことだろうと思います。

　我々も下請中小企業ですが，発注元からコ

ストダウンを要求されて面白くないという被

害者意識みたいなことを中小企業経営者から

よく耳にします。しかし，これは全部為替が

そうさせているんで，大企業の横暴ではあり

ません。為替が動けぽそのコストに持ってい

かないと競争に負けてしまいますから，会社

を続けることが出来ないのです。我が社はミ

クロな歯車を造っていますが，円高に連動し

て為替どおりにコストダウンしてきました。

そして，そのかいあって内外のお客様からの

注文もいただいているわけです。ですから，

為替を無視して商売は出来にくいと思ってい

ます。まさに為替に対応したコストダウンで

具体的な裏打ちをしていくことがビジネスの

世界では非常に大事な事だろうと思っていま

す。

　10年区切りに戦後50年を振り返ってみる

と，大変不幸なことでしたが1950年に朝鮮戦

争が起き特需が舞い込み，それが日本経済の

戦後復興のきっかけになりました。そして

1960年代の日本では，大きい事はいい事だと

企業の大型合併が行われ，そうして大企業は

国際競争力の強化に備え始めたのです。その

頃アメリカでは，逆に大企業が独占禁止法に

触れて会社を分割して自由競争の方向へ進ん

でいきました。当時のスタンダードバキュー

ムという石油会社の広告宣伝費は日本の国家

予算よりも大きいと言われる程，日米の企業

のスケールは違っていました。

　1971年，アメリカが金とドルの党換を停止

したいわゆるニクソンショックがあり，1973

年秋には，第一次オイルショックに見舞われ
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るという外からの困難が日本に降り懸かりま

した。この時から為替は長期的に円高の方向

へと動き出したのです。外からの状況変化に

対応して日本企業が本格的な品質管理や生産

管理手法の確立に取り組み，プロセスイノ

ベーションをやり遂げたからです。

　時代が変わり新しい要求が出た時に，国際

競争力の強化のためにコストダウンをし輸出

を伸ばして利益を出し次の新技術・新商品の

開発にまわすというようにして日本の製造業

は成長していったわけです。その当時は省エ

ネ技術への対応が最大の課題でありました。

日本車が世界中で売れ始めたのもオイル

ショック以降なんです。テレビにしても真空

管からトランジスタ，その後ICへと技術革新

が日本経済をけん引しました。このように70

年代は非常に画期的な技術革新が行われ製造

業のイノベーションの時代であったといえま

す。

　1980年代には，円高，コストダウン，品質

の確保に技術的にも苦労し随分工夫がなされ

ましたが，そうした努力をした会社が生き残

り，財務体質を良くしていきました。自己資

本比率の増加についても，内部留保資金を増

やすやり方と外部から資本を入れて企業の上

場を目論むといった二通りの方策が見られま

したが，結局は手形を使わず現金支払いに徹

し徹底した倹約をして自己資本比率を高めた

企業が成功し財政基盤を確立していくことに

なりました。やっぱり中小零細企業は一切手

形を切らず健全経営に徹することが長期安定

につながると思うわけです。

　1990年代，バブル崩壊と同時に襲ってきた

不況の中で，80年代にあぶく銭によって浮か

れていた企業ほど何の技術・生産開発もして

いなかったために，内部留保を食い潰しなが

ら死んだ子に注射を打つような対策に終始し

ています。今の政府の景気対策もまさにそう

いうことで，GDPが増えても民間消費への波

及効果がない。景気が良くなるためには購買

意欲をそそることが大切です。これには90年

代の製造業にも大きな責任があると思います。

みんな安閑としていたためヒット商品がない

ばかりか，円高がどんどん進むにつれて急速

に海外生産へのシフトを強めていきました。

　我々は80年代の初めにこのことを予測し

て，全部で8ヵ所の海外現地法人をつくって

います。円高が進んで90年代には1ドル100

円になると予測したのがズバリ当ったのです。

その根拠は日本の戦前の国際収支と，1932年

のイギリスのポンド切り下げと，アメリカの

ニクソンショック後の動きです。植民地への

海外投資を加速しつつあった当時のイギリス

と今日の日本とはよく似ているのです。この

ように，過去の統計資料で見ていくと何とな

く世の中の先行きが見えてくるような気がし

ます。我々は競争社会の中に生きているわけ

ですから，半歩でも先を読めば勝ちというこ

とです。

　今年の3月から4．月にかけて突然為替が80

円台に突入しました。我々はいずれ100円か

ら110円のレンジに戻ると思っていますが，

これが更に円安にふれたら，円高対策で海外

生産を加速させている企業はどうするんで

しょうか。もしも160円にでもなればついこ

の間の半値ですから，日本が世界で一番安く

商品が造れるところだという事にもなりかね

ないわけです。今は倹約したお金を使って大

型投資する時期かも知れません。

　今，経営のキーワードはスピード化だろう
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と思うのです。我々の企業にとっては，弱電

の金型をいかに早く安く作るかということに

なります。そのためには，CAD，　CAMを駆

使して超高速マシングセンターでスピード

アップすることと，併せて，一人1台の割合

でパソコンを活用することによって情報通信

のネットワーク化を進めることであると思い

ます。

　最近世の中でうまくいっているトレン

ディーな企業は，開発，製造，販売を分離し

独立企業としている。アメリカのコンパック

やデルコンピューターはまさにそうで，企業

が身軽なのです。日本の自動車会社もある意

味では外注比率が70％と身軽なわけです。だ

から，我々中小企業はメーカーの開発に合せ

て先行き見越した部品を提案していけばいく

らでもビジネスチャンスはあるということで

す。

　今までのことをまとめますと，世の中は10

年ぐらいのスパンで変わる。その変わる時が

ビジネスチャンスである。そして1998年から

2000年の初頭にかけて大きな変化が始まり，

日本中が変わらざるを得ない絶対的な経済環

境にぶつかっていくように思う。その時こ

そ，中小企業のトヅプは全責任を持ってきち

んとそうした変化に対応していくことが重要

になるでしょう。

　21世紀は情報通信ネットワーク型技術の時

代であり，その中でパソコンは一つのツール

として一層大事になってくると思います。こ

ういう変化の時に，単価を下げて数量を増や

し利益を出す為には，スピード化が重要であ

り，常に大企業が何を求めているかを先取り

して，飛びつくような値段と品質をタイミソ

グよく提案していくことが21世紀に向けて

我々中小企業の生きる道であろうと思います。

本稿は平成7年10月24日おこなわれた講演会の講演要旨

です。

　　　　　　　　　　　　【文責：事務局】
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11月1日

11月7日

11月23日

12月14日

　～

12月20日

12月15日

12月19日

12月20日

12月26日

12月27日

1月25日

1月26口

一 産政研だより

（’95年11月1日～’96年1月末までの主な活動）

☆平成7年度　調査研究　第4回専門委員会の開催

　　　調査結果の報告と課題の対応方向について議論し確認

☆中国　四川連合大学の受け入れ

　　　朝日大学と合同調査で来日中の超錫浄教授，漏宗容教授，挑順先助教授

　　らと日本の自動車産業についての話し合いとトヨタ自動車の工場見学

☆平成7年度　調査研究　第7回事務局会議の開催

　　　提言内容の検討と全体構成について議論

☆平成7年度　調査研究のまとめと提言に向けて

　　　専門委員からヒヤリング

☆願興寺主任研究員が椙山女学園大学人間関係学部で

　「女性と労働」を講義

☆異業種交流若手セミナー「第7期産政塾」開塾式

☆産政塾誌Wの発行

　　　第6期生が「盗れる心の叫び」を綴った産政塾Nα6を発行

☆平成8年度　調査研究テーマについて

　　　南山大学　村松久良光教授，愛知学泉大学　金森和彦助教授と意見交換

☆平成7年度　調査研究　第8回事務局会議

　　　報告書の作成に向けて「アンケートのまとめと全体の流れ」について確

　　認，第5回専門委員会に向けての提案内容の検討

☆季刊誌「産政研」No．29　WINTERの発行

　　　「マルチメディア時代の働き方」を特集し，中部地域振興では「第2東

　　名・名神高速道路」をとり上げて冬号を発行

☆平成7年度　調査研究　第5回専門委員会の開催

　　　12月27日の第8回事務局会議をうけて調査研究要旨と提言内容をとりま

　　とめ，実務の視点から検討を加え内容を確認
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〈顧問紹介〉

達あ
足

鯛
紀碗広

（1月1日付で，トヨタ自動車株式会社より派遣され，理事会の承認を経て，常任顧問として

着任される予定です。）

　1987年からTMM（Toyota　Motor　Manufacturing，　U．S．A．，　Inc，一米国ケンタッキー州）に出

向しておりましたので，9年ぶりに日本で仕事をする事になります。すっかりケンタヅキーの

田舎に根をおろしておりましたので，多分に浦島太郎の心境で，何かにつけおぼつかない状況

です。ひょっとすると，浦島的物の見方で少しは産政研のお役に立つ事があるかも知れない

と，自分で自分を励ましてはおりますが，皆様から相当のご指導を仰ぐ必要があります。よろ

しくお願い申しあげます。

〈家　族〉

　妻，息子2人（いずれも在米，長男は求職中，次男は大学3年生）それに“弁慶”　（オスの

コヅカースパニエル犬）

〈趣　味〉

ステレオ音楽，推理小説，映画（酒，タバコ， カラオケ全くダメ）

〈経　歴＞

1939年生れ（熊本市）

1963年

　同

1987年3月

1996年1月

東京大学法学部卒

旧トヨタ自動車販売㈱入社

（経理部，米国トヨタ，人事部，アフリカ部）

TMM出向
（取締役シニアアドバイザー）

帰任，産政研出向
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編集後記

　21世紀まであと5年の新たな年が明けた。

　いつものことながら熱田神宮に初詣でし，

おせち料理を食べて，飲んで寝正月の胃袋を

いやすため，1月7日には荒れはてた自宅の

庭とその周辺で七草がゆに入れるセリ，ナズ

ナ，ゴギョウ，ハコベラ，ホトケノザ，スズ

ナ，スズシロを家内が採ってくる。現物を私

に見せて名前を当てさせるのを楽しみ？にし

ている。それをおふろに入れて，自然の恵み

に感謝し家族の一年間の無病息災を祈念する

のが我が家の習わしになっている。古い世代と一蹴されるかも知れないが，平和で豊かな国こ

そ伝統的文化を大切にしているように思う。特に日本には古くから伝わる文化の習わしがあり

大切にしたいと思う年頭である。

　昨年はあの悪夢のような阪神大震災，オウム事件，円高，金融不安，沖縄の米兵事件と安保

見直し論などめまぐるしく大きな出来事が続いた。これがちょうど戦後50年という節目にお

そったのも何かの因縁みたいなものを感じる。それはまるで戦後の日本を構成してきた一連の

秩序の破壊であるかのようにも思える。そういうどこを向いても八方ふさがりの状況下で新た

な年が明けた。そのためか，今年の新聞論調は「秩序再建の年」「日本総点検」「日本再生」へ

立ち上がろうという記事が多い。幸いにも今年は景気が回復に向うと見られているなど明るさ

も出はじめている。そうした新年にあたり，まずは自分の身の回りから見直したいと思ってい

る。

　さて，本号はマルチメディア時代の働き方という特集を組んだ。

　このテーマを選ぶに当ってはあまり飛躍してもいけないが，そうかといって情報革命といわ

れ，オフィスにもパソコンを一人一台という状況が生まれつつあるように，確実に新しい働き

方が出てきているのも事実である。

　日本的雇用慣行の見直しとも関連するが，情報技術の進展にともない企業はより効率的な経

営を目指して，時間管理から業績管理へ，年功重視から能力重視の賃金制度へ，仕事のプロセ

ス管理から成果の管理へ，人間重視組織から機能重視へと移行していこうとしているように思

われる。これからの高度情報時代には，企業と個人とはよりドライで機能的な関係によって組

織されるようになり，人間的な絆は家族に求めることになっていくだろうと予想される。いず

れにしても自前の能力向上，キャリア設計，生活設計といった自己管理能力が必要とされる時

代になるように思われる。

　今年もどうぞよろしくお願いします。
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